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表 1 タイ王国憲法一覧 
名 称 公 布 
仏暦 2475 年サヤーム国臨時統治憲章{39} 1932 年 6 月 27 日 
仏暦 2475 年サヤーム王国憲法{68} 1932 年 12 月 10 日 
① 暦 2482 年国名に関する改正憲法 1939 年 10 月 6 日 
②仏暦 2483 年経過規定に関する改正憲法 1940 年 10 月 4 日 
③仏暦 2485 年人民代表院議員選挙に関する改正憲法 1942 年 12 月 3 日 
仏暦 2489 年タイ王国憲法{96} 1946 年 5 月 10 日 
仏暦 2490 年タイ王国憲法（暫定版）{98} 1947 年 11 月 9 日 
① 暦 2490 年タイ王国憲法（暫定版）改正 1947 年 12 月 9 日 
②仏暦 2491 年タイ王国憲法（暫定版）改正（第 2 号） 1948 年 2 月 3 日 
③仏暦 2491 年タイ王国憲法（暫定版）改正（第 3 号） 1948 年 8 月 24 日 
仏暦 2492 年タイ王国憲法{188} 1949 年 3 月 23 日 
タイ王国憲法施行勅命布告 1951 年 12 月 6 日 
仏暦 2495 年改正仏暦 2475 年タイ王国憲法{123} 1952 年 3 月 8 日 
タイ王国憲法施行に関する布告 1957 年 9 月 18 日 
仏暦 2502 年タイ王国統治憲章{20} 1959 年 1 月 28 日 
仏暦 2511 年タイ王国憲法{183} 1968 年 6 月 20 日 
仏暦 2515 年タイ王国統治憲章{23} 1972 年 12 月 15 日 
仏暦 2517 年タイ王国憲法{238} 1974 年 10 月 7 日 
仏暦 2518 年タイ王国憲法改正 1975 年 1 月 23 日 
仏暦 2519 年タイ王国憲法{29} 1976 年 12 月 22 日 
仏暦 2520 年王国統治憲章{32} 1977 年 11 月 9 日 
仏暦 2521 年タイ王国憲法{206} 1978 年 12 月 22 日 
① 暦 2528 年タイ王国憲法改正 1985 年 8 月 14 日 
②仏暦 2532 年タイ王国憲法改正（第 2 号） 1989 年 8 月 30 日 
仏暦 2534 年王国統治憲章{33} 1991 年 3 月 1 日 
仏暦 2534 年タイ王国憲法{223} 1991 年 12 月 9 日 
① 暦 2535 年タイ王国憲法改正 1992 年 6 月 30 日 
②仏暦 2535 年タイ王国憲法改正（第 2 号） 1992 年 6 月 30 日 
③仏暦 2535 年タイ王国憲法改正（第 3 号） 1992 年 6 月 30 日 
④仏暦 2535 年タイ王国憲法改正（第 4 号） 1992 年 9 月 12 日 
⑤仏暦 2538 年タイ王国憲法改正（第 5 号） 1995 年 2 月 10 日 
⑥仏暦 2538 年タイ王国憲法改正（第 6 号） 1996 年 10 月 22 日 
仏暦 2540 年タイ王国憲法{336} 1997 年 10 月 11 日 
仏暦 2546 年タイ王国憲法改正（第 1 号） 2005 年 7 月 11 日 
仏暦 2549 年（暫定）タイ王国憲法{39} 2006 年 10 月 1 日 
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 タイ語は、下院は sapha phu tean rasdon（人民代表議院）は、上院は utisapha であ
る。ここでは通例に従い、それぞれ下院、上院と表記する。なお、下院の原語である sapha 























の成果である 1997 年憲法は、はじめて上院議員を公選とし、2000 年に最初の上院議員選






な議会のもとで、恒久的な憲法の起草が行われ、同年 12 月に 1932 年サヤーム王国憲法が
公布された。その憲法のもとで最初の総選挙が 1933 年 11 月 15 日に行われている。もっ
ともすべての議員が当初から選挙されたのではなく、選挙による第一種議員のほかに、勅























 （1）法律 もっとも基本的な法形式は、「法律」（prarachabanyat： Act）である3。
タイ憲法は、「主権は国民に由来し、国王が、国会、内閣、裁判所を通じてこれを行使す
る」とする。法律は、国会の同意と助言を得て、国王が署名することで成立する。 
 （2）憲法付随法 1997 年憲法は新たな法形式として、｢憲法付随法｣（phrarachabanyat 
prakob ratthammanun: Organic Act）を導入した。欧州大陸法諸国でみられる組織法を
モデルとするものであり、憲法制度に関わる重要な事項について定めるものである。2007
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1958/10/20 1959/1/28 100 革命団布告 57 36 4
1971/11/17 1972/12/15 394 革命団布告 364 193 153
1976/10/6 1976/12/12 67 王国統治改革団命令 47 34 0
1977/10/20 1977/11/9 20 革命団布告 27 19 0
1991/2/23 1991/3/1 6 国家秩序維持団布告 56 22 1

























 （8）省令等 省令（kot krasuan: Ministerial Regulation）は、法律の授権にもとづき
大臣の名で発せられる法令である。このほかに、法律の授権によって制定される行政規則
として、rabiab や khobangkhap があり、英文は Rules ないしは Regulation と訳されて





 （9）地方自治体の条例 地方自治体には、条例（khobangyat: Ordinance）の制定権が
与えられている。タイの地方制度は複雑であるが、自治体には、市、タムボン、村のほか、
県レベルで県行政組織がおかれる。 地方自治体には、県自治体、タムボン自治体、市、
村があり、それぞれに対応して、条例には、県自治体条例（khobanyat ongan borihan 

























 まず図 1 から顕著であるのは、暫定議会による立法が多いことである。軍の政治的権力
が強かったサリット政権とそれを継承したタノーム政権は、暫定憲法のもとで 10 年近く
にわたって立法が行われたことが特徴的であった。意外であったのは、1970 年代半ばの民
主化期の立法である。学生運動によって 1973 年 10 月に軍事政権が崩壊し、民主的な 1974























 緊急勅令の制定は、官報データベースから推計すると、立憲君主制に移行した 1932 年
から2009年末まで制定された緊急勅令の総数は216件となっている6。その内容をみると、
関税が 25％（55 件）、他の租税が 21％（46 件）となりこの両者で半分近くを占め、さら
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図 2 緊急勅令の制定数の推移と内訳 
 
（出所） 官報データベースより筆者作成。 
（注） 1932 年は立憲革命以降のもののみ含む。官報公布日を基準とした。 




















































 国会は、二院制で上院と下院で構成される。現在、下院議員は 480 人（選挙区 400 人、













承認が必要である（127 条⑥）。国会の召集、開会、閉会は国王の行為とされる（128 条）。 
 一般定例会期は、下院議員選挙の日から 30 日以内に最初の国会を召集しなければなら
ず、その召集日を一般定例会期の開始日とされる（127 条）。暦年の終わりまでの日数が
120 日に満たない場合、その年の立法定例会期を開催しないことができる（127 条③）。 
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 国民による法案提案は、1997 年憲法ではじめて導入されたが、2007 年憲法はその要件


































































































 国王が承認せず、返付した場合、または国王が 90 日以内に返付しない場合において、
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表 3 下院・上院の常任委員会（2008 年） 









































































 2008 年の各院の議事規則によれば、下院の常任委員会は 35 委員会、上院の常任委員会
は 22 委員会である。下院の常任委員会は定数 15 人とされるが、上院の委員会は 9 人以上
15 人以下とされる（下院規則 82 項、上院規則 77 項）。下院では、一人の議員が委員と







する（規則 83 項 3）。 
 近年の改革では、議会内の委員会制度を国民の政治参加の文脈で捉えているようである。
2007 年憲法 152 条は、児童、少年、女性、高齢者、または障害者に関係する重要な内容
を有する法律案（下院議長が判断）の審議は、下院が全体委員会により審議をしていない
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〔注〕                                                
1   タイでは、ある法案につき、閣議決定が 2 回行われるのが通例である。一つは、法律案の原
則を確認するも。もう一つは、法制委員会による法案審査が終えたものを承認し、国会に提出
する場合である。 
2 赤木[1994: 42]参照。 

































玉田芳史・船津鶴代（2007）『タイ政治・行政の変革 : 1991-2006 年』（日本貿易振興機構 アジ
ア経済研究所） 
中島誠[2007]『立法学：序論・立法過程論』（新版）（法律文化社）。 
西澤希久男[2009]「タイ」鮎京正訓編『アジア法ガイドブック』名古屋大学出版会、第 8 章：214-239. 
 
〔タイ語〕 
Somkid Lertphaitun (1993) Phrarachabanyat prakob ratthammanun (Bangkok Thai Research 
Fund) （ソムキット・パイトゥーン『憲法付随法』）。 
Thongthong Cantrangsu [1995] Kanprapprung kantamgan khong khana kammathiakn khong 
sapha hai mi prasitiphap perm khun (Bangkok: Thai Research Fund)トントン・ジャント
ラーンス『議会の委員会業務のより効率的なものとする改革』）。 
